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内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金等に係る調書の提出等に関する法律（国外財産調書及び財産債務調書関係）の取扱い 
（別 紙） 

新 旧 対 照 表 
 
（注）下線を付した部分が改正部分である。 

改 正 後 改 正 前 

（国外財産調書の記載事項） 

５－５ 

国外財産調書に記載する国外財産の種類、数量、価額及び所在については、規

則別表第一に規定する（一）から（十五）までの財産の区分に応じて、同別表の

「記載事項」に規定する「種類別」、「用途別」（一般用及び事業用の別）並びに

「所在別」の「数量」及び「価額」を記載するのであるが、以下のとおり記載す

ることとして差し支えないことに留意する。 

⑴～⑶ （省 略） 

⑷ 所得税法施行規則（昭和 40 年大蔵省令第 11号）第 47 条の３《事業所得等

に係る総収入金額及び必要経費の内訳書》の確定申告書又は同令第 65 条第１

項《青色申告書に添付すべき書類》の青色申告書に添付すべき書類（収支内訳

書又は青色申告決算書）の「減価償却費の計算」欄に所得税法第２条第１項第

19 号《定義》に規定する減価償却資産として記載されている財産については、

その減価償却資産の価額の総額を記載すること。 

 

（見積価額の例示） 

５－10 

規則第 12条第５項に規定する「見積価額」は、同項括弧書に規定する棚卸資

産又は減価償却資産に係る見積価額のほか、次に掲げる財産の区分に応じ、例

えば、次に定める価額とすることができることに留意する。 

⑴～⑹ （省 略） 

⑺ 規則別表第一（八）に掲げる財産（未決済信用取引等に係る権利） 

金融商品取引所等において公表された当該信用取引等に係る有価証券のそ

（国外財産調書の記載事項） 

５－５ 

国外財産調書に記載する国外財産の種類、数量、価額及び所在については、規

則別表第一に規定する（一）から（十五）までの財産の区分に応じて、同別表の

「記載事項」に規定する「種類別」、「用途別」（一般用及び事業用の別）並びに

「所在別」の「数量」及び「価額」を記載するのであるが、以下のとおり記載す

ることとして差し支えないことに留意する。 

⑴～⑶ （同 左） 

⑷ 所得税法施行規則（昭和 40 年大蔵省令第 11号）第 47 条の３《事業所得等

に係る総収入金額及び必要経費の内訳書》の確定申告書又は同規則第 65条第

１項《青色申告書に添付すべき書類》の青色申告書に添付すべき書類（収支内

訳書又は青色申告決算書）の「減価償却費の計算」欄に所得税法第２条第１項

第 19号《定義》に規定する減価償却資産として記載されている財産について

は、その減価償却資産の価額の総額を記載すること。  

 

（見積価額の例示） 

５－10 

規則第 12条第５項に規定する「見積価額」は、同項括弧書に規定する棚卸資

産又は減価償却資産に係る見積価額のほか、規則別表第一に掲げる財産の区分

に応じ、例えば、次に掲げる方法により算定することができることに留意する。 

⑴～⑹ （同 左） 

⑺ 規則別表第一（八）に掲げる財産（未決済信用取引等に係る権利） 

金融商品取引所等において公表された当該信用取引等に係る有価証券のそ
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改 正 後 改 正 前 

の年の 12 月 31 日の最終の売買の価格（公表された同日における最終の売買

の価格がない場合には、公表された同日における最終の気配相場の価格とし、

公表された同日における最終の売買の価格及び最終の気配相場の価格のいず

れもない場合には、最終の売買の価格又は最終の気配相場の価格が公表され

た日でその年の 12 月 31 日前の同日に最も近い日におけるその最終の売買の

価格又は最終の気配相場の価格とする。）に基づき、その年の 12月 31 日又は

同日前の同日に最も近い日において当該信用取引等を決済したものとみなし

て算出した利益の額又は損失の額に相当する金額。 

⑻ 規則別表第一（九）に掲げる財産（未決済デリバティブ取引に係る権利） 

イ 金融商品取引所等に上場等されているデリバティブ取引 

取引所において公表されたその年の 12 月 31 日の最終の売買の価格（公

表された同日における最終の売買の価格がない場合には、公表された同日

における最終の気配相場の価格とし、公表された同日における最終の売買

の価格及び最終の気配相場の価格のいずれもない場合には、最終の売買の

価格又は最終の気配相場の価格が公表された日でその年の 12 月 31 日前の

同日に最も近い日におけるその最終の売買の価格又は最終の気配相場の価

格とする。）に基づき、その年の 12月 31 日又は同日前の同日に最も近い日

において当該デリバティブ取引を決済したものとみなして算出した利益の

額又は損失の額に相当する金額（以下⑻において「みなし決済損益額」とい

う。）。 

ロ （省 略） 

⑼～⒀ （省 略） 

 

（有価証券等の取得価額の例示） 

５－12 

規則別表第一に規定する（六）から（九）までの財産の区分に該当する財産（規

の年の 12 月 31 日の最終の売買の価格（公表された同日における当該価格が

ない場合には、公表された同日における最終の気配相場の価格とし、公表され

た同日における当該価格及び当該気配相場の価格のいずれもない場合には、

最終の売買の価格又は最終の気配相場の価格が公表された日でその年の12月

31 日前の同日に最も近い日におけるその最終の売買の価格又は最終の気配相

場の価格とする。）に基づき、同日において当該信用取引等を決済したものと

みなして算出した利益の額又は損失の額に相当する金額。 

 

⑻ 規則別表第一（九）に掲げる財産（未決済デリバティブ取引に係る権利） 

イ 金融商品取引所等に上場等されているデリバティブ取引 

取引所において公表されたその年の 12 月 31 日の最終の売買の価格（公

表された同日における当該価格がない場合には、公表された同日における

最終の気配相場の価格とし、公表された同日における当該価格及び当該気

配相場の価格のいずれもない場合には、最終の売買の価格又は最終の気配

相場の価格が公表された日でその年の 12 月 31 日前の同日に最も近い日に

おけるその最終の売買の価格又は最終の気配相場の価格とする。）に基づ

き、同日において当該デリバティブ取引を決済したものとみなして算出し

た利益の額又は損失の額に相当する金額（以下⑻において「みなし決済損益

額」という。）。 

 

ロ （同 左） 

⑼～⒀ （同 左） 

 

（有価証券等の取得価額の例示） 

５－12 

規則別表第一に規定する（六）から（九）までの財産の区分に該当する財産（規
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改 正 後 改 正 前 

則別表第一備考四に規定する特定有価証券に該当する有価証券を除く。）が、法

第６条の２第５項の規定により同条第１項又は第３項に規定する財産債務調書

への記載を要しない財産である場合には、国外財産調書にその財産の取得価額

を記載することとなるのであるが、その取得価額は、例えば次の価額とするこ

とができる。 

⑴・⑵ （省 略） 

 

（居住者の責めに帰すべき事由がない場合） 

６－７ 

法第６条第７項に規定する「居住者の責めに帰すべき事由がない場合」とは、

例えば、同項の居住者が調査において国外財産調書に記載すべき国外財産の取

得、運用又は処分に係る書類の提示又は提出を求められた後に、当該居住者又

は書類保有者（当該居住者以外の者で当該書類を保有する者をいう。以下この

項において同じ。）が、災害があったこと、又は病気による入院をしたこと等に

より、指定された期限までにその提示又は提出をすることができない場合など

のほか、当該書類保有者に当該書類の取寄せを依頼しても、当該書類の収集に

相当な困難を伴うことが判明した場合をいう。 

なお、当該書類の収集に相当な困難を伴うことが判明した場合とは、次に掲げ

る場合など、当該居住者が通常取り得る手段を用いても入手できないことが客

観的に確認することができる場合をいう。 

⑴～⑶ （省 略） 

⑷ 当該居住者が当該書類保有者から当該書類の提出を拒否された場合 

（注） 当該居住者と当該書類保有者との間に支配関係や親族関係その他の

特殊の関係がある場合、当該居住者が当該書類保有者の事業の方針の全

部又は一部につき実質的に決定できる関係がある場合などには、基本的

に書類の収集に相当な困難を伴うこととはいえないことに留意する。 

則別表第一備考四に規定する特定有価証券に該当する有価証券を除く。）が、法

第６条の２第５項の規定により同条第１項又は第３項に規定する財産債務調書

への記載を要しない財産である場合には、国外財産調書にその財産の取得価額

を記載することとなるのであるが、その取得価額は、財産の区分に応じ、例えば

次に掲げる方法により算定することができる。 

⑴・⑵ （同 左） 

 

（居住者の責めに帰すべき事由がない場合） 

６－７ 

法第６条第７項に規定する「居住者の責めに帰すべき事由がない場合」とは、

例えば、同項の居住者が調査において国外財産調書に記載すべき国外財産の取

得、運用又は処分に係る書類の提示又は提出を求められた後に、当該居住者又

は書類保有者（当該居住者以外の者で当該書類を保有する者をいう。以下この

項において同じ。）が、災害があったこと、又は病気による入院をしたこと等に

より、指定された期限までにその提示又は提出をすることができない場合など

のほか、当該書類保有者に当該書類の取寄せを依頼しても、当該書類の収集に

相当な困難を伴うことが判明した場合をいう。 

なお、当該書類の収集に相当な困難を伴うことが判明した場合とは、次に掲げ

る場合など、当該居住者が通常取り得る手段を用いても入手できないことが客

観的に確認することができる場合をいう。 

⑴～⑶ （同 左） 

⑷ 当該居住者が当該書類保有者から当該書類の提出を拒否された場合 

（注） 当該居住者と当該書類保有者との間に支配関係や親族関係その他の

特殊の関係がある場合、当該居住者が当該書類保有者の事業の方針の全

部又は一部につき実質的に決定できる関係がある場合などには、基本的

に書類の収集に相当な困難を伴うこととは言えないことに留意する。 
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改 正 後 改 正 前 

 

（財産債務調書の財産の記載事項） 

６の２－６ 

財産債務調書に記載する財産の種類、数量、価額及び所在については、規則別

表第三に規定する（一）から（十五）までの財産の区分に応じて、同別表の「記

載事項」に規定する「種類別」、「用途別」（一般用及び事業用の別）並びに「所

在別」の「数量」及び「価額」を記載するのであるが、以下のとおり記載するこ

ととして差し支えないことに留意する。 

⑴～⑹ （省 略） 

⑺ 所得税法施行規則第 47 条の３《事業所得等に係る総収入金額及び必要経費

の内訳書》の確定申告書又は同令第 65条第 1項《青色申告書に添付すべき書

類》の青色申告書に添付すべき書類（収支内訳書又は青色申告決算書）の「減

価償却費の計算」欄に所得税法第２条第１項第 19号《定義》に規定する減価

償却資産として記載されている財産については、その減価償却資産の価額の

総額を記載すること。 

（注） この場合においては、国内及び国外に所在する財産を保有している場

合は、国内と国外に分けて総額を記載することに留意する。  

 

（見積価額の例示） 

６の２－11 

規則第 15条第４項が準用する規則第 12条第５項に規定する「見積価額」は、

同項括弧書に規定する棚卸資産又は減価償却資産に係る見積価額のほか、次に

掲げる財産の区分に応じ、例えば、次に定める価額とすることができることに

留意する。 

⑴～⑹ （省 略） 

⑺ 規則別表第三（八）に掲げる財産（未決済信用取引等に係る権利） 

 

（財産債務調書の財産の記載事項） 

６の２－６ 

財産債務調書に記載する財産の種類、数量、価額及び所在については、規則別

表第三に規定する（一）から（十五）までの財産の区分に応じて、同別表の「記

載事項」に規定する「種類別」、「用途別」（一般用及び事業用の別）並びに「所

在別」の「数量」及び「価額」を記載するのであるが、以下のとおり記載するこ

ととして差し支えないことに留意する。 

⑴～⑹ （同 左） 

⑺ 所得税法施行規則第 47 条の３《事業所得等に係る総収入金額及び必要経費

の内訳書》の確定申告書又は同規則第 65 条第 1項《青色申告書に添付すべき

書類》の青色申告書に添付すべき書類（収支内訳書又は青色申告決算書）の

「減価償却費の計算」欄に所得税法第２条第１項第 19号《定義》に規定する

減価償却資産として記載されている財産については、その減価償却資産の価

額の総額を記載すること。 

（注） この場合においては、国内及び国外に所在する財産を保有している場

合は、国内と国外に分けて総額を記載することに留意する。  

 

（見積価額の例示） 

６の２－11 

規則第 15条第４項が準用する規則第 12条第５項に規定する「見積価額」は、

同項括弧書に規定する棚卸資産又は減価償却資産に係る見積価額のほか、規則

別表第三に掲げる財産の区分に応じ、例えば、次に掲げる方法により算定する

ことができることに留意する。 

⑴～⑹ （同 左） 

⑺ 規則別表第三（八）に掲げる財産（未決済信用取引等に係る権利） 
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改 正 後 改 正 前 

金融商品取引所等において公表された当該信用取引等に係る有価証券のそ

の年の 12 月 31 日の最終の売買の価格（公表された同日における最終の売買

の価格がない場合には、公表された同日における最終の気配相場の価格とし、

公表された同日における最終の売買の価格及び最終の気配相場の価格のいず

れもない場合には、最終の売買の価格又は最終の気配相場の価格が公表され

た日でその年の 12 月 31 日前の同日に最も近い日におけるその最終の売買の

価格又は最終の気配相場の価格とする。）に基づき、その年の 12月 31 日又は

同日前の同日に最も近い日において当該信用取引等を決済したものとみなし

て算出した利益の額又は損失の額に相当する金額。 

⑻ 規則別表第三（九）に掲げる財産（未決済デリバティブ取引に係る権利） 

イ 金融商品取引所等に上場等されているデリバティブ取引 

取引所において公表されたその年の 12 月 31 日の最終の売買の価格（公

表された同日における最終の売買の価格がない場合には、公表された同日

における最終の気配相場の価格とし、公表された同日における最終の売買

の価格及び最終の気配相場の価格のいずれもない場合には、最終の売買の

価格又は最終の気配相場の価格が公表された日でその年の 12 月 31 日前の

同日に最も近い日におけるその最終の売買の価格又は最終の気配相場の価

格とする。）に基づき、その年の 12月 31 日又は同日前の同日に最も近い日

において当該デリバティブ取引を決済したものとみなして算出した利益の

額又は損失の額に相当する金額（以下⑻において「みなし決済損益額」とい

う。）。 

ロ （省 略） 

⑼～⒀ （省 略） 

 

（有価証券等の取得価額の例示） 

６の２－13 

金融商品取引所等において公表された当該信用取引等に係る有価証券のそ

の年の 12 月 31 日の最終の売買の価格（公表された同日における当該価格が

ない場合には、公表された同日における最終の気配相場の価格とし、公表され

た同日における当該価格及び当該気配相場の価格のいずれもない場合には、

最終の売買の価格又は最終の気配相場の価格が公表された日でその年の12月

31 日前の同日に最も近い日におけるその最終の売買の価格又は最終の気配相

場の価格とする。）に基づき、同日において当該信用取引等を決済したものと

みなして算出した利益の額又は損失の額に相当する金額。 

 

⑻ 規則別表第三（九）に掲げる財産（未決済デリバティブ取引に係る権利） 

イ 金融商品取引所等に上場等されているデリバティブ取引 

取引所において公表されたその年の 12 月 31 日の最終の売買の価格（公

表された同日における当該価格がない場合には、公表された同日における

最終の気配相場の価格とし、公表された同日における当該価格及び当該気

配相場の価格のいずれもない場合には、最終の売買の価格又は最終の気配

相場の価格が公表された日でその年の 12 月 31 日前の同日に最も近い日に

おけるその最終の売買の価格又は最終の気配相場の価格とする。）に基づ

き、同日において当該デリバティブ取引を決済したものとみなして算出し

た利益の額又は損失の額に相当する金額（以下⑻において「みなし決済損益

額」という。）。 

 

ロ （同 左） 

⑼～⒀ （同 左） 

 

（有価証券等の取得価額の例示） 

６の２－13 
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改 正 後 改 正 前 

規則別表第三に規定する（六）から（九）までの財産の区分に該当する財産（規

則別表第三備考三に規定する特定有価証券に該当する有価証券を除く。）の取得

価額は、例えば次の価額とすることができる。 

 

⑴・⑵ （省 略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規則別表第三に規定する（六）から（九）までの財産の区分に該当する財産（規

則別表第三備考三に規定する特定有価証券に該当する有価証券を除く。）の取得

価額は、財産の区分に応じ、例えば次に掲げる方法により算定することができ

る。 

⑴・⑵ （同 左） 
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改 正 後 改 正 前 

表１（国外財産調書合計表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１（国外財産調書合計表） 
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改 正 後 改 正 前 

表２（財産債務調書合計表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２（財産債務調書合計表） 
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改 正 後 改 正 前 

附則（令８課総６－３） 

（経過的取扱い） 

この法令解釈通達による改正後の表１及び表２の取扱いは、令和８年８月３

日以後に提出する国外財産調書及び財産債務調書について適用し、同日前に提

出した国外財産調書及び財産債務調書については、なお従前の例による。 

（新 設） 

 


